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研究要旨 高齢がん患者のがん治療上の課題の解決を図り、がん診療連携拠
点病院において実施可能な簡便で効果的な意思決定支援プログラムを開発す
る事を目指して検討を行った。最終年度は、高齢者のがん診療の現状をがん
診療連携拠点病院のがん登録+DPC データを用いて実態把握を行い、レセプト
データより特に問題となる認知症併発例を検討した。あわせて、意思決定支
援の問題解決を図るための介入プログラムを開発し、実施可能性の評価方法
を検討した。 
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A．研究目的 
 超高齢社会を迎えたわが国では、65歳以上
人口が 3459 万人（総人口比 27.3%）、75 歳以
上人口も 1685 万人(総人口比 13.5%)(2016 年
10 月 1 日現在 総務省調べ)となった。今後
団塊の世代が後期高齢者に入る 2025 年まで
には、都市部を中心に高齢者の人口が 1.5-2
倍程度に急増することが推測されている。特
に、後期高齢者は、何らかの医療を受けつつ
も 、 比 較 的 自 立 し た 社 会 生 活 を 営 む
(Vunlerable Elders)場合が多く、どのような
支援方法望まれるのか、治療が必要となった
場合には治療の適応はどのようにすればよい
のか、等議論の焦点となっている。 
 従来、がん医療を検討するうえで、がんと
いう疾病を中心に検討がなされ、加齢の問題
については意識されることが少なかった。し
かし、がんの本態は、遺伝子変異であること
から、がんのり患と加齢には強い相関がある。
2015-2019 年に想定されるわが国のがんり患
者数では、男性の 80%、女性の 70%が 65 歳以
上である（国立がん研究センター がん情報
サービス がん登録・統計）。今後がんり患者
数の増加も見込まれるが、それは高齢者が中
心であることも併せて考えると、がん医療は
高齢者医療でもあることは明らかである。 
 2017 年に策定された第 3期がん対策推進基
本計画において、高齢者のがん対策は 2項目、 
①高齢者のがん診療に関する診療ガイドライ
ンを策定した上で、診療ガイドラインを拠点
病院等に普及することを検討する、 
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②ライフステージに応じたがん対策  
国は、認知症等を合併したがん患者や看取

り期における高齢のがん患者の意思決定の支
援を図るための方策を策定する、高齢のがん
患者の意思決定の支援に関する診療ガイドラ
インを策定し、拠点病院等に普及することを
検討する 
に分けて示された。今後、本基本計画をもと
に、がん治療ならびに意思決定に関する指針
を定め、治療の標準化を目指した取り組みが
検討されている。 
本研究では、高齢がん患者のがん治療上の

課題ならびに、患者・家族の医療ニーズを網
羅的に明らかにするとともに、がん診療連携
拠点病院において実施可能な簡便で効果的な
意思決定支援プログラムを開発し、実施可能
性を確認し標準化する事を目的とし、以下の
検討を進めた。 
 
  

B．研究方法 
高齢者のがん診療の現状と課題の把握と対応
を目的に、 

 
① 高齢者のがん診療の実態把握と診療の質

の改善に関する検討 
② 高齢者のがん診療を支援する看護師・ソ

ーシャルワーカーが捉える困難感と課題 
③ 高齢者の服薬アドヒアランスに関する調

査 
④ レセプトデータを活用した高齢がん患者

の入院治療における実態把握 
 

⑤ 高齢がん患者に対する意思決定支援に関
する実態の検討 

⑥ 高齢者のがん治療に関連する診療ガイド
ラインの検討 

⑦ 療養生活に関する簡便な意思決定支援プ
ログラムの開発 

について調査・検討を進めた。 
 
① 高齢者のがん診療の実態把握と診療の質

の改善に関する検討 
全国のがん診療連携拠点病院等をはじめ
とするがん診療病院 424 施設の院内がん
登録とリンクさせた DPC 導入の影響評価
に係る調査データを用いた。2014 年にが
んと診断され当該施設で初回治療を開始
した例でかつ診断時の年齢が 40 歳以上
の胃癌・大腸癌・肺癌・前立腺癌・膀胱

癌の患者を対象に、診断日以降の最初の
入院について分析を行った。診断時の年
齢を用いて 75 歳未満と 75 歳以上の二群
にわけ、入院から退院までの ADL 変化、
退院後の施設入所、初回入院から 6 ヶ月
以内の再入院の状況を分析した。 
 

② 高齢者のがん診療を支援する看護師・ソ
ーシャルワーカーが捉える困難感と課題 
高齢がん患者を支援する看護師の教育プ
ログラムについて、昨年度までの知見を
参考に研究者間で協議し構成した。 
意思決定支援の枠組みは「認知症の人

の日常生活・社会生活における意思決定
支援ガイドライン」を参考にした。 
グループワークは、事例について①人

的・物的環境の整備②意思決定支援の枠
組み（意思形成支援・意思表明支援・意
思実現支援）に沿って検討した。 
研修会に参加し研究協力の得られた看

護師を対象に、①研修前に実践を、②研
修後に教育プログラムの評価を、尋ねる
自記式質問紙調査を実施した。 
 

③ 高齢者の服薬アドヒアランスに関する調
査 
 高齢者における経口抗がん薬治療のア
ドヒアランス低下に影響する要因とその
実態を明らかにすることを目的として、
全国のがん診療連携拠点病院の薬剤師、
看護師を対象としたアンケート調査を実
施した。Google フォームを用いてアンケ
ートを作成し、URL 及び QRコードを記載
した依頼状を各外来化学治療室へ送付し
た。 
アンケート内容は、薬剤師及び看護師

が経験した高齢者のアドヒアランス不良
患者の事例に対して、考えられる要因と
望ましい対策方法とした。 
 

④ レセプトデータを活用した高齢がん患者
の入院治療における実態把握 
 認知症を有する人は，痛みの訴えを十
分にできないことから，疼痛管理をする
必要がある場合であっても，オピオイド
等の鎮痛薬が十分に処方されていない可
能性がある（Shen et al: Alzheimers 
Dement 4: 661-668,  2018）。しかし，こ
れまでの研究では，オピオイド等の鎮痛
薬の処方状況は不透明であった。 
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 メディカル・データ・ビジョン株式会
社（MDV）の DPC データベース（366 病院
を含む）から，匿名加工情報の提供を受
けた。抽出定義は，①2013 年 4 月から
2018 年 3 月の間に退院した患者，②対象
期間中の最終受診月時点の年齢が 65 歳
以上の患者，③対象期間中に，医療資源
を最も投入した傷病名として，直腸肛門
の悪性腫瘍 (060040)，肺の悪性腫瘍 
(040040)，あるいは股関節・大腿近位の
骨折 (160800) を有する患者，とした。 
本研究における適格基準は，①大腸が

んに対する Miles 手術 (腹腔鏡手術を含
む)，肺がんに対する手術 (腹腔鏡手術を
含む)，あるいは大腿骨頭置換術を受けた
入院，②入院日は 2014 年 4 月 1 日から，
退院日は2018年3月31日までの入退院，
③入院時年齢は 65 歳以上，とした。 
曝露として，①認知症の診断名を有す

る，②抗認知症薬の処方を有する，③認
知症高齢者の日常生活自立度判定基準が
I 以上を，認知症を有する患者とみなし
た。 
主要評価項目は，術後在院日数に占め

る術後の注射製剤による鎮痛薬（オピオ
イドとアセトアミノフェン）の処方率と
した。 
 

⑤ 高齢がん患者に対する意思決定支援に関
する実態の検討 
 本研究では、意思決定支援に必要であ
る診察行動を具体化し、診察場面を横断
的に観察することによって、医療者の行
動とそれに対する患者の反応を明らかに
することを目的とする。 
 対象：調査協力が得られた医療機関 X
を調査期間中に受診した 70 歳以上の高
齢がん患者 
手続き 事前に実施したインタビュー

調査の結果を精査し、コアとなるアセス
メントスキルと意思決定支援に関わる説
明スキルに関する行動項目をリスト化し
た。また、開発した教育プログラムの内
容を見直し、アセスメントの前提となる
患者情報や家族要因に関しても観察項目
に加えた。これらから構成される調査票
をもとに、看護師を調査員とし、実際の
診察場面を観察した。 
実施時期 2019 年 11 月から 1 年間以

内 

評価項目 A リスト化された医師・看
護師の診察行動（自身の状態確認・理解
に関する質問＜病状・IDAL＞、治療に関
する説明の工夫、情報量の調整、理解に
関する再確認）の実施有無とその患者反
応。B 患者の身体機能（診察室内での観
察）、C 患者家族ならびに第三者の反応、
D 最終的な意思決定の結果について記録
した。 
 

⑥ 高齢者のがん治療に関連する診療ガイド
ラインの検討 
 RAND バージョンの Nominal Group 
Technique（NGT）に準じて推奨策定を行
った。具体的には、①日欧米で主に用い
られている GA ツールに関する情報を網
羅的に収集し（生活機能、併存症、薬剤、
栄養、認知、気分、社会、老年症候群、
スクリーニングツール、その他）、その情
報をファシリテーターが専門家にメール
配信する、②各専門家が「もっとも推奨
できると考えるツール」および「その理
由」を（ファシリテーター「のみ」にメ
ールする他の専門家の意見にひっぱられ
ないために）③全ての案が出尽くされた
ら、ファシリテーターがとりまとめ、専
門家にメールにて配信する④（必要に応
じて、）メールまたは WEB 上で、各専門家
が自分の意見を説明し、全ての案につい
て順に議論する⑤各専門家が独立して、
個々人の案について、また各項目につい
て投票をし、その結果をファシリテータ
ー「のみ」にメールで報告する（本人も
自分に投票可能）⑥必要に応じて、さら
なる議論をする、こととした。 
 

⑦ 療養生活に関する簡便な意思決定支援プ
ログラムの開発 
 日常診療や日常生活上重要な領域（生
活上の支援、特に独居が可能かどうかの
判定）を中心に、意思決定支援場面で使
用可能な、支援の手引きの作成を目指し
た。 
まず、実態把握のインタビュー結果か

ら、日常診療場面において、能力評価に
沿った支援方法の検討がほとんど実施さ
れていないことを踏まえ、 
① 臨床において高い頻度で行われる
場面で使用可能なこと 
② 簡便に標準的なアセスメントが実
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施できること 
③ 単なる評価に留まらず、具体的な支
援が実現できること 
を満たすことを目標とした。また、2018
年 6 月に厚生労働省が「認知症の人の日
常生活及び社会生活における意思決定支
援ガイドライン」を公開したことを受け
て、ガイドラインに沿った 4 要素モデル
で機能的能力を評価することとした。 

 
 
（倫理面への配慮） 
本研究のプロトコールは、倫理審査委員会

の審査を受け、研究内容の妥当性、人権およ
び利益の保護の取り扱い、対策、措置方法に
ついて承認を受けることとした。インフォー
ムド・コンセントには十分に配慮し、参加も
しくは不参加による不利益は生じないことや
研究への参加は自由意思に基づくこと、参加
の意思はいつでも撤回可能であること、プラ
イバシーを含む情報は厳重に保護されること
を明記し、書面を用いて協力者に説明し、書
面にて同意を得た。 
本研究では、高齢者を対象としており、研

究参加のインフォームド・コンセントにおい
て意思決定能力が低下をしている場面が生じ
うる。しかし、これらの患者を本研究から除
外することは、軽度の認知症をもつ患者のみ
の登録となるなど偏りが生じ、臨床上の課題
が抽出されない危険性が生じうる。一方、対
象とする調査はインタビュー調査等観察研究
が主であり、予測される有害事象として身体
的問題が生じる可能性はない。 
以上の理由により、本研究に対する患者の

理解が不十分と研究者が判断したときは、「人
を対象とする医学系研究に関する倫理指針
（平成 26年文部科学省・厚生労働省告示第 3
号）第 5章第 13代諾者等からのインフォーム
ド・コンセントを受ける場合の手続等」およ
び「代諾者からのインフォームド・コンセン
トに関する細則 ①研究対象者が認知症等に
より有効なインフォームド・コンセントを与
えることができないと客観的に判断される場
合」に則り、代理人から文書による同意を得
て調査を実施する。あわせて、調査までの待
機中および調査期間中にも、本人に説明する
機会を持ち、インフォームド・アセントを得
るよう努めた。 
 
 

C．研究結果 
① 高齢者のがん診療の実態把握と診療の質

の改善に関する検討 
  初回治療開始例として 147,578 例が抽
出された。男性が 104,979 例（71.1％）、
75 歳以上が 55,475 例（37.6％）、大腸癌
が 46,001 例（31.2％）であった。入院時
の ADL を見ると、75歳以上の約 10％が食
事や入浴に介助が必要であった。外科的
処置を受けた者が、75 歳未満では 68.6％、
75 歳以上では 62.4％であった。入院から
退院までの ADL の変化をみると、75 歳未
満で 3.1％、75 歳以上で 9.1％に ADL の
低下が認められた。退院後の施設入所に
ついてみると、75歳未満では転院・転棟
が 1.5％、75 歳以上では 4.9％、介護施
設への入所は75歳未満では0.3％であっ
たのに対し、75 歳以上では 1.5％であっ
た。初回入院に続く 6 ヶ月以内の再入院
の割合についてみると、75 歳未満の
28.8％、75 歳以上の 25.2%が再入院して
いた。入院理由をみると、75 歳未満では
79.2％が計画入院であったのに対し、75
歳以上では計画入院が 68.5％であった。
予期せぬ再入院は、75 歳未満では 12.5％、
75 歳以上では 19.9％であった。 
 

② 高齢者のがん診療を支援する看護師・ソ
ーシャルワーカーが捉える困難感と課題 
 対象者は、120名中、専門看護師15名、
認定看護師 63 名計 78 名（65％）とがん
看護や高齢者看護の専門家が占めていた。
また全体の看護師経験年数は 10 年以上
が 104 名（86.7％）と最も多かった。 
 高齢がん患者の意思決定支援を実施し
ている専門・認定看護師の傾向として、
高齢がん患者の意思決定支援の実践で評
価できる点は、診療録や本人の言動から
疾患や苦痛症状の把握、ADL、認知機能、
サポート状況の有無の把握と本人との信
頼関係の構築ができていた。 
一方で評価が低かった項目として、

IADL の把握、高齢者の特徴の把握、意思
決定支援のプロセスを経て、それを記録
に残す、チーム医療で意思決定支援に取
り組む等の実践が低かった。 
 対象者は限られた時間の中でも高齢者
やがん患者の特徴をいかした意思決定支
援を実施する必要性が理解できていた。
また全体として研修の満足度は、「良かっ
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た」「非常に常に良かった」を合わせると
119 名（99％）の満足度であった。 
 

③ 高齢者の服薬アドヒアランスに関する調
査 
 アドヒアランス不良患者を経験したこ
とがあると回答したのは薬剤師 87％、看
護師 88％だった。アドヒアランス不良患
者で経口抗がん薬治療に影響が出た経験
があると回答した薬剤師は 64.8％、看護
師は 81.8％、アドヒアランス不良が原因
で副作用が発現・増悪した経験はあると
回答した薬剤師は 45.3％、看護師は
59.6％であった。 
経験したアドヒアランス不良の要因と

して、「⑤患者に関連した要因」が薬剤師、
看護師共に最も多く、次に「④治療法に
関連した要因」が多かった。「⑤患者に関
連した要因」が問題と考えられた経験に
ついて、薬剤師、看護師共に「認知機能」
が問題との回答が最も多く、次に「疾患
と治療についての知識」が多かった。実
施することが望ましいと考える対応があ
ると回答した薬剤師は 69.0％、看護師は
77.6％であった。具体的な内容として、
経口抗がん薬の継続には周囲のサポート
を必要とする回答が多く、地域連携や多
職種連携、家族への協力要請が望ましい
という回答が多かった。「④治療法に関連
した要因」が問題と考えられた経験につ
いて、薬剤師、看護師共に「服用期間な
どが複雑」との回答が最も多く、次に「内
服困難につながる副作用の発現」が多か
った。実施することが望ましいと考える
対応があると回答した薬剤師は 67.1％、
看護師は 76.8％であった。具体的な内容
として、テレフォンフォローアップや継
続的な介入が望ましいという回答が多い
結果であった。 
 

④ レセプトデータを活用した高齢がん患者
の入院治療における実態把握 
 適格基準を満たした解析対象集団は
32411 名であり，Miles 手術が 2115 名，
胸腔鏡下 Miles 手術が 5148 名，肺悪性腫
瘍手術が 2481 名，胸腔鏡下肺悪性腫瘍手
術が 14784 名，大腿骨頭置換術が 7883 名
であった。認知症の有病割合は，Miles 手
術が 6.2%，胸腔鏡下 Miles 手術が 5.1%，
肺悪性腫瘍手術が 6.4%，胸腔鏡下肺悪性

腫瘍手術が 3.5%，大腿骨頭置換術が
47.8%であった 
術後オピオイド処方率を検討した。

Miles 手術を受けた患者 100 人 1 日あた
りの術後処方率は，認知症を有さない患
者と比べ，認知症を有する患者の方が，
15%低かった（11.4 vs. 9.6; incidence 
rate ratio: 0.85）。また，肺悪性腫瘍手
術を受けた患者 100 人 1 日あたりの術後
処方率は，認知症を有さない患者と比べ，
認知症を有する患者の方が，20%低かった
（ 14.2 vs. 11.3; incidence rate 
ratio: 0.85）。他の術式でも，術後処方
率は，認知症を有する患者の方が低い傾
向は認められたものの，その差は相対的
に小さく，統計的有意性は得られなかっ
た。 
術後アセトアミノフェン処方率は、

Miles 手術を受けた患者 100 人 1 日あた
りの術後処方率は，認知症を有さない患
者と比べ，認知症を有する患者の方が，
24%低かった（6.4 vs. 4.9; incidence 
rate ratio: 0.85）。また，肺悪性腫瘍手
術を受けた患者 100 人 1 日あたりの術後
処方率は，認知症を有さない患者と比べ，
認知症を有する患者の方が，52%低かった
（6.9 vs. 3.4; incidence rate ratio: 
0.48）。胸腔鏡下手術では，認知症の有無
による術後処方率の差が，開腹・開胸術
と比べると，相対的に小さかった。 
 

⑤ 高齢がん患者に対する意思決定支援に関
する実態の検討 
 開始からおよそ 1 ヶ月半の間に 152 件
の観察データが収集された。 
 「医療者の診察行動の実施有無」につ
いては、医師と看護師の実施率に差がみ
られ、全体として看護師の実施率は低い
状態であった。各カテゴリについては、
＜状態確認に関する説明＞において、疾
患・治療についての質問はほとんどの医
師が実施しているものの、IDAL に関する
質問（日常生活と薬の管理状況について
の 2 点を含む）は 2 割程度の医師のみが
実施していた。＜理解に関する質問＞は
7割以上（医師：98％,看護師：70%）の医
療者が実施していることが確認された。
＜治療に関する説明＞は医師が実施する
ことが多く、看護師は半数程度の実施に
とどまった。その内容によって医師の実
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施率が異なり、病状や治療についての説
明を多くが行われているものの、予後や
見通しについての説明は全体の 3 割に満
たない割合で実施された。＜情報量の調
整＞では、項目による違いはあるものの、
五割以上が実施されており、高齢患者に
対して理解しやすいような工夫（話し方、
表現の変更）を医師が行なっていること
が確認された。 
また、「患者家族ならびに第三者の反応」

については看護師の実施率が、医師に比
べると高い結果となった。心配事やサポ
ートの依頼などは半数近くの看護師が行
なっていた。しかし、他の専門的サービ
スについての情報提供を行う医療者は 2
割以下であった。 
 

⑥ 高齢者のがん治療に関連する診療ガイド
ラインの検討 
 日欧米で主に用いられている GA ツー
ルについての情報を網羅的に収集した。
研究方法の手順に沿って研究を進め、最
終的に以下を推奨 GAツールとした。 
生活機能：「OARS-ADL および OARS-IADL」 
併存症：推奨なし（「詳細な病歴聴取（併
存症）」または「CCI」）のいずれかを勧め
る） 
薬剤：「推奨なし（「処方薬数」を第一に
推奨するが、「処方薬リスト」、「Beers 
criteria および高齢者の安全な薬物療
法ガイドライン」、「処方薬リストおよび
高齢者の医薬品適正使用の指針」も勧め
る）」 
栄養「推奨なし（「体重減少および BMI」
または「MUST」を第一に推奨するが、「体
重減少」、「BMI および MNA-SF」も勧める） 
認知：「Mini-Cog」 
気分：「推奨なし（「PHQ-9」または「GDS-
15」を勧める） 
社会：「独居および介護者の有無」 
老年症候群：「推奨なし（「転倒歴」また
は「転倒歴およびせん妄の既往」を第一
に推奨するが、「転倒歴、せん妄の既往、
視覚障害・聴力障害」、「「転倒歴、せん妄
の既往、聴力」も勧める） 
スクリーニングツール：「G8」 
その他：「CARG スコア」 
日常診療で最低限実施すべき GA ツール
の組み合わせ：G8、詳細な病歴聴取（併
存症）、「処方薬数または処方薬リスト」、

独居の有無 
 

⑦ 療養生活に関する簡便な意思決定支援プ
ログラムの開発 
 意思決定支援のプロセスに関する知識
が普及していないことから、まずは適切
なプロセスを踏まえた支援はどのような
ものかを伝えることを優先して扱うこと
とした。 
がん対策推進基本計画（第 3 期）の個

別目標である「高齢のがん患者の意思決
定の支援に関する診療ガイドラインを策
定し、拠点病院等に普及することを検討
する」への反映を目標に、高齢者のがん
診療における意思決定支援に関する手引
き（ガイド）の作成を進めた。 
厚生労働省が公開した意思決定支援に関
するガイドライン 4 本をもとに、高齢者
のがん診療の場面を想定し、臨床倫理の
専門家の助言を得つつ、 
1)意思決定支援のプロセスの確認や支援
の工夫、 
2)支援をしても困難な場合の意思の推定
に関する方法や注意点の提示、 
3)支援を尽くしたとしても意思の推定す
ら困難な場合の主観的最善の利益の議論
について、各段階のポイントについて解
説を加えた。 

 
 
D．考察 
① 高齢者のがん診療の実態把握と診療の質

の改善に関する検討 
  今回の解析対象をみると、75歳以上群
においても 6 割以上が何らかの外科的処
置を受けていたこと、また入院時の ADL
はほとんどの患者が自立していたこと等
からみると、高齢患者であっても比較的
身体状況等がよい患者が多かったのでは
ないかと推測される。こうした点を踏ま
えると、治療を受けられると判断された
75 歳以上の高齢のがん患者であっても、
75 歳未満の患者と比較して、ADL の低下
や施設への入所等に至るリスクが 75 歳
未満より高い可能性が考えられる。 
 

② 高齢者のがん診療を支援する看護師・ソ
ーシャルワーカーが捉える困難感と課題 
 教育プログラムは、時間の制約はある
ものの構成や講義、グループワークは一
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定の評価ができる内容であった。 
今後、教育プログラムをより充実させ

るためには、高齢者への看護の実践家の
視点として、高齢者自身の意思を尊重し、
支援者としての能力を身に着けることを
強化する必要がある。 
 

③ 高齢者の服薬アドヒアランスに関する調
査 
 高齢者のアドヒアランス不良患者を経
験したことがある薬剤師や看護師はいづ
れも９割近くと高かった。その要因とし
て、「認知機能」や「疾患や治療について
の知識」、「服用期間などが複雑」、「内服
困難につながる副作用の発現」が問題と
なることが多いことが明らかとなった。
どの要因に対しても、患者へのサポート
体制の強化が必要であるとの回答が多く、
院外の多職種との地域連携やテレフォン
フォローアップ、継続的な介入といった
アクティブアセスメントの実施が望まし
いという結果であった。 
 しかし、施設外との多職種連携を実施
できている施設は少なく、実施のための
体制整備が必要と考えられた。 
 

④ レセプトデータを活用した高齢がん患者
の入院治療における実態把握 
 認知症を有する患者は，認知症を有さ
ない患者と比べ，術後に鎮痛薬の処方を
受けることが少ないことが示された。特
に，開腹・開胸術において，その傾向が
大きいことが明らかとなった。 
 

⑤ 高齢がん患者に対する意思決定支援に関
する実態の把握 
 観察の結果、医師の診察行動の実態が
明らかとなった。治療や疾患についての
情報提供や理解度の確認が重点的に行わ
れている対応と比べると、今後の見通し
についての説明や、治療方針決定への参
加を促すといった長期的な視点が必要な
行動は実施率が低いことが示された。高
齢であったり、認知症をもっていたりす
る患者が理解できる情報量が少ないため
の調整（配慮）とも考えられるが、患者
自身が今後の人生を検討するのに必要不
可欠な支援についての支援を念頭におい
た診察が望まれる。また、看護師は医師
に比して、行動の実施率が低い状態であ

った。これは診察が医師対患者、または
その家族といった状況となりやすい場面
性質が反映されていると考えられる。た
とえば入院時や退院支援時であれば、ま
た異なった結果が得られる可能性が考え
られる。つぎに、聞き取りの結果、この
ような診察場面観察では行動の意図性に
ついての検討は難しいことが指摘された。
しかしながら、熟練した医療者らのもつ
意思決定支援ノウハウは、その意図性の
有無にかかわらず、その他の医療者にも
共有される意義は高く、患者にとっての
ベストチョイスが可能となるような関わ
りのあり方について詳細検討を行う必要
がある。 
 

⑥ 高齢者のがん治療に関連する診療ガイド
ラインの検討 
 欧米の老年腫瘍学のガイドラインでは
日常診療で GA を実施することが求めて
いるが、日本のがん医療現場では、老年
腫瘍学に詳しい医療者がいない、臨床腫
瘍学を相談できるような医療者（老年科
医など）がいない、日常診療が多忙であ
り研究活動にそれほど時間がとれない、
高齢者機能評価を実施する人的余力がな
い、どの GAツールを使用して良いか分か
らない、などの問題から、ほとんど GA は
実施できていない。今回、日常診療で使
用する際に推奨される高齢者機能評価に
ついて、エキスパートのコンセンサスを
策定したものの、他の阻害因子があるこ
とから、今回の結果だけで日常診療で GA
が実施されるとは限らない。しかし、本
研究により、ひとつのハードルが取り除
かれた。 
 

⑦ 療養生活に関する簡便な意思決定支援プ
ログラムの開発 
 本検討では、現場のニーズにあわせて、
上記プロセスをガイドするための手引き
を開発した。今回、基本的なツールが作
成されたことで、がん領域のみならず、
他の領域においても応用することが期待
できる。 

 
 
E．結論 
高齢がん患者の意思決定支援の現状を質的

量的に検討し、その結果から、わが国の意思
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決定支援の質の向上に資する支援技術の開発
を行った。その結果、わが国のがん治療の中
核をなくがん診療連携拠点病院において、高
齢者においてもがん治療は実施されているこ
と、高齢者の場合 10%以上に ADL の低下が併
存しつつ治療を行っていること、治療後のADL
低下や予期しない再入院が比較的高い割合で
生じている実態が明らかとなった。これは、
治療開始前の時点で、治療後の経過について
予め十分に検討し、本人の価値観に沿う治療
であることをより丁寧に確認する必要がある
ことを示している。 
加えて、高齢がん患者の意思決定支援の困

難さに関しても質的・量的に検討し、治療や
疾患についての情報提供や理解度の確認は比
較的行われているのに対して、今後の見通し
の説明や治療方針決定への参加を促すと言っ
た長期的な視点での支援が薄いことが明らか
となった。従来より、意思決定支援の課題は
指摘されていたが、その困難の構成要素を検
討し、意思決定支援のプロセスと組み合わせ
て解析を行ったのは初めてである。 
 上記の検討をふまえ、がん診療連携拠点病
院での意思決定支援の質の向上を目的に、意
思決定支援の手引きを開発し、あわせて支援
プログラムの実施可能性を検討した。プログ
ラムの時間的制限はあるものの、満足度は高
く、実施可能性は示された。今後、本手引きな
らびに支援プログラムの有効性を検討する予
定である。 
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学会学術集会, 2019.10.5 広島 
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吾・原田恵理・藤野遼平：成人期におけ
る生活・業務の認知行動特性尺度の開
発，日本発達心理学会第 31 回大会，
2020.3.2.大阪 

38. 渡邉眞理，長野県がん診療連携拠点病院 
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